
入管法改正案の再提出に強く反対し、  

国際的な人権水準に沿った真の入管法改正を求める会長声明  

 

 当会は、２０２０年９月１６日「「送還忌避・長期収容問題の解決に向け

た提言」の内容を踏まえた法改正に反対する会長声明」（以下「前回会長声

明」という。）において、上記提言の内容を踏まえた出入国管理及び難民認

定法（以下「入管法」という。）等の一部を改正する法律案に強く反対した。  

また、当会もその構成員である九州弁護士会連合会は、２０２２年１０

月２８日、「２０２１年法案と同種の入管法改正に反対するとともに、憲法、

国際人権条約に適合する入管法改正・運用改善を求める決議」を行った。  

 しかし、報道によると、２０２３年１月２３日召集の通常国会において、

政府は、２０２１年に事実上の廃案となった入管法の改正法案（以下「廃

止法案」という。）の骨格を維持したまま、これを再提出する方針とのこと

である。  

 政府が再提出を予定する法案（以下「本再提出法案」という。）の概要と

しては、①庇護・在留を認めるべき者の適切・迅速な判別のためとして、

在留特別許可・難民認定手続を一層適切かつ迅速にするための措置及び「補

完的保護対象者」の創設が、②在留が認められない者の迅速な送還のため

として、送還停止効の例外規定の創設、罰則付の退去等命令制度の創設、

自発的出国を促すための措置が、③長期収容の解消及び適正な処遇の実施

のためとして、収容に代わる代替措置の創設、仮放免の在り方の見直し、

適正な処遇の実施が内容とされているようであるが、いずれも廃止法案で

指摘された重大な問題点について、根本的な見直しがなされておらず、憲

法や各種国際人権条約に適合しないものであって、当会は、本再提出法案

に対しても、以下の理由により、強く反対するとの立場を改めてここに表

明する。  



 まず、本再提出法案の上記①の内容については、前回会長声明でも指摘

したとおり、我が国の難民認定率は諸外国と比べて極めて低く、本来難民

として保護されるべき人々を多数とりこぼしている現状にあり、この点は、

２０２２年１１月の国連自由権規約委員会総括所見でも、懸念が示され、

国際基準に則った包括的な難民保護法制の早期導入が勧告された状況にあ

る。それにもかかわらず、本再提出法案の上記②の内容として、送還停止

効の例外規定の創設を認めることは、迫害を受ける人々を、時に命の危険

すらある本国に送り返す危険すらあるのであって、上記国連の勧告に逆行

するものといわざるを得ない。また、罰則付の退去等命令制度の創設も、

本来難民として保護すべき人々を罰則の威嚇により、迫害を受ける恐れの

ある祖国への帰国を迫るものであって、難民条約第３３条第１項「ノン・

ルフールマンの原則」（締約国は、難民を、生命または自由が脅威にさらさ

れるおそれのある領域の国境へ追放しまたは送還してはならない）に照ら

し、許容できない。  

このような送還停止効に対する例外規定の創設や罰則付の退去等命令制

度の創設は、著しく低い難民認定率の中において、複数回の申請や司法手

続を経てようやく難民と認められるケースや人道的配慮から在留特別許可

が認められるケースも決して少なくないことに照らせば、裁判を受ける権

利（憲法３２条）を侵害するものであり、許容することはできない。  

また、このような罰則付の退去等命令制度の創設は、むしろ、脆弱な地

位にある外国人の支援者等の人道的活動を萎縮させるおそれがあり、その

点からも許容することはできない。  

さらに、本再提出法案の上記③の内容についても、前回会長声明でも述

べたとおり、長期収容の解消は、収容を送還に必要な最小限でしか用いな

いこと、司法審査を導入すること、収容期間の上限を設けること等（これ

らの点も前述の国連の勧告において示されている）によってこそ解決され



るのであって、本再提出法案によっては、これまで繰り返されてきた入管

収容施設における被収容者の死亡事案の発生や適切な医療が受けられず困

難な状況におかれるといった重大な人権侵害を防ぐことはできない。  

当会は、九州最大の福岡出入国在留管理局が設置された地域の弁護士会

であり、大村入国管理センターに収容されている外国人を含む外国人を支

援してきた弁護士会としての責務がある。  

以上から、当会としては、本再提出法案に対しても断固として反対する

とともに、前述の国連から勧告された包括的な難民保護法制の早期導入、

全件収容主義や実質無期限収容主義を採る日本の収容政策の根本的な見直

しなど、国際的な人権水準に沿った真の入管法改正を求める。  

 

２０２３年（令和５年）３月２日  

福岡県弁護士会   
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